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1. はじめに 
2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分ごろ、宮城県沖で発生

した超巨大地震によって、東北地方を中心に東日本の

広い範囲が激しい揺れに襲われた。気象庁による正式

名称は「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」

で、これに伴う災害は東日本大震災と称されている。 

 東北地方太平洋沖地震については個人の住宅から公

共構造物に至る数多くの被害が報告されているが、地

震動を観測した地域には津波による被害を受けた地域

もあるため地震動による被害と津波による被害が混在

していると考えられる。 

 「東北地方太平洋沖地震の地震動周期帯の検討」1）

からプレート境界で発生した東北地方太平洋沖地震と

同年 4 月 7 日 23 時 32 分に発生した M7.4 のスラブ内

地震 2)では 1 秒以下の短周期地震動が卓越した観測点

が非常に多いことが判明した。以上から、地震の発生

メカニズムは異なっていても地震動の周期的な性質は

似たものであったことが分かった。但し、この結果は

地震動を観測した観測点の地質についての考慮がなさ

れておらず、統計的に 1 秒以下の短周期帯で卓越周期

が多く観測されたことが判明したに過ぎなかった。 

そこで本研究では、東北地方太平洋沖地震について、

全国卓越周期分布図と国土地理院が公表している震源

断層モデルの概念図 3)を用いて加速度応答値が増幅し

ている観測点を調査した。解析結果から東日本大震災

の被害の中で地震動によってどのような被害があった

のかを考察し、今後も地震動の発生が頻発すると考え

られる太平洋沿岸地域で発生する地震についての対策

について検討する。 

 

2. 解析方法 
2.1 地震動応答スペクトル解析 

 加速度応答スペクトルは構造物が様々な固有周期、

減衰定数を持つ一質点・一自由度系と仮定し、構造物

にある地震波入力されたときの最大応答値を各周期で

表したものである。 観測される地震動データが加速度、

速度、変位であるから、応答スペクトル解析を行うと

加速度と速度、変位の応答値で周期に対しての解析が

行われる。図-1に応答スペクトルの概念を示す 4)。 

本研究では構造物に働く慣性力を構造物被害とし、

地震動を観測した各地点での加速度応答値を取り上げ

た。加速度応答スペクトルは地盤減衰率が 5％のときの

南北（NS）、東西（EW）、上下（UD）の三方向を取り

上げる。また、増幅は加速度応答値が１）50gal 以上増

加したとき、2）1.5 倍以上大きくなったときの 2 つの

条件を満たしている観測点間とした。 

 

 
図-1 応答スペクトルの概念図 

 
2.2 観測点の取り上げ方法 

既存の加速度応答スペクトルデータから加速度応答

値を求めた。国土地理院の公表している震源断層モデ

ルの概念図 3)を用いて震源域矩形を作成した。震源域矩

形の四隅から放射状に線を作図し、それぞれの線上に

ある観測点を取り上げた。取り上げた観測点の震源域

に近い観測点から震源域と遠い観測点の加速度応答値

の変化を調べ、2 条件を満たす観測点間があるか調査し

た。 

 

3. 解析結果 

3.1 経路特性 

図-2 に NS 方向の加速度応答値の増幅区間を示す。

太平洋沿岸の地域に集中し、3 方向の共通点として、宮

城県南部や日本海側では観測点間の増幅が少なく、関

東地方や岩手県以北、特に岩手県内とその周辺で多く

観測点間の増幅が確認された。 

NS 方向と EW 方向では増幅した観測点間が似たよ

うな結果となった。構造物被害の影響が懸念される 1

秒以上の周期での増幅が岩手県周辺の観測点間で見ら

れる。北海道でも増幅区間があったものの、1 秒未満の

周期範囲での増幅だったため倒壊に至るような構造物

被害の影響は小さいと考えられる。また、3 秒台と 4

秒台で増幅した観測点間では、それ以下の間の周期に

ついても増幅がみられた。特に、NS 方向では鳴子

（MYG005）と古川（MYG006）の観測点間と塩竃

（MYGH06）と古川（MYG006）の観測点間では設定

したすべての周期帯域で増幅が確認された。EW 方向

についても、両観測点間で設定した全ての周期帯域で

増幅が確認された。 

 



 

 
図-2 NS 方向の増幅区間 

 
 UD 方向は NS、EW 方向と比較すると、全体的な傾

向として加速度応答値が小さいため増幅区間が少なく、

北海道に増幅区間は見られなかった。また、増幅区間

の数は少ないが、1 秒以下の周期での増幅区間が多い。

特に、東和（MYG003）と一関（IWT010）の観測点間

は 2 秒台以下の周期帯域で増幅が確認された。増幅し

た観測点の距離についてみると 1 秒以下の周期で増幅

した観測点間では 1 秒以上の周期で増幅した観測点間

と比較すると NS、EW 方向と比較すれば距離が長い観

測点間でも増幅が確認できる。 

 

3.2 地質特性 

増幅区間の地質特性を増幅区間の中から NS、EW 方

向で広範囲に渡る周期帯域で増幅が確認された古川

（MYG006）の観測点位置地質図 5）を図-3に示す。 

地質別に見ると地下 0.5m に盛土・埋土が存在し、そ

の後、部分的にシルトで構成されている。 

N値では 4ｍ地点で 20となっているが 17ｍ地点に至

るまで 10 程度かそれ以下の値となっている。 

PS検層では 2ｍまでは P波速度と S波速度に大きな

変化は見られない。2ｍ地点で波速度が 1500m/s 程度、

17ｍ地点では 2000m/s 程度まで増加している。 

設定した全ての周期範囲で増幅が確認された古川で

は、地表付近に埋土・盛土という比較的新しい軟弱な

地盤が存在し、それ以深でも N 値が 10 程度のシルトが

存在している。 

地盤を伝達する地震動が軟弱地盤に作用し、時間遅

れを伴って周期が大きくなった地震動が地表に現れる

ことで、周期の増幅された地震動を観測する要因とな

っていると考えられる。また、さらに深さ方向の地質

の変化や PS 検層の P 波と S 波の波速度の違いがある

境界によって地震動の周期が変化し、増幅範囲が変化

することが考えられる。 

 

 
図-3 古川（MYG006）の観測点地質図 

 

4. まとめ 
 増幅の経路特性については、宮城県南部や日本海側、

では増幅区間はあまり現れず、関東地方や岩手県など

の震源に近い太平洋側で多く現れた。東北地方太平洋

沖地震はプレートの境界が多い場所で発生した地震で

あった。今後も同地震の震源域から地震が発生するこ

とが想定されるため、宮城県沖や三陸沖で発生する地

震動に対して注意すべき周期範囲が特定された。また、

全国卓越周期分布図と今回の増幅区間の結果から地震

動の周期に対して効率的な被害対策をすることができ

る。 

 地質との検討では地表に盛土・埋土や粘性土などの

軟弱な地盤が存在するときに増幅が発生することがわ

かった。このため、地質による検討は増幅した観測点

の地質情報に対してのみ検討しているため増幅してい

ない観測点にも軟弱な地盤が存在している可能性や、

観測点位置の地質情報が少なくとも最も近い観測点ま

での地域までの地質とみなすことは実際の地盤の状況

と大きく異なっている可能性を考慮しても、表層の軟

弱な地盤が増幅に大きな影響を与えている。 
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